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1. まえがき
著者らは，プロジェクト型情報教育のひとつのアプロー

チとして「学生自身が実システムを開発して実社会へ導
入する」取り組みを続けている．これまでにいくつもの
システムが実稼動している．一方，近年，PBL(Problem-
based Learning/Project-based Learning)が，その教育
効果から，注目されている．実用 ITシステム開発プロ
ジェクトは PBLを目指していたわけではない．しかし，
PBLに類似した側面を持っている．
そこで，本稿では，著者らの進めている実用 ITシス

テム開発プロジェクトを，PBL方法論，LPP(正統的周
辺参加)，発達心理学の活動理論などの PBLを支える理
論から検証し，今後の課題を明確化する．以下，第 2章
では著者らのアプローチの事例を紹介し，第 3章では，
LPP，活動理論，PBL学習カリキュラムの観点から分
析を行う．第 4章はまとめである．

表 1: 実用 ITシステム開発プロジェクト
システム開発事例 担当者 共同研究パー

トナー
文献

幼稚園バス接近報
知システム「バス・
ラポ」の開発

社会科学系院生
(修士 2 名)

NTTDoCoMo
セ ン ツ ウ，
NTTDo-
CoMo 関
西

[11],
[10]

イベント公開流通
システム

社会科学系院生
(修士 6 名)

毎日新聞社京
都支局

[9]

新聞記事収集シス
テム

社会科学系院生
(修士 1 名)

(非公開)

子育て支援のため
の「e-NET 子育
てシステム」

工学部情報系 (修
士 1名,学部 2名)

幼稚園, 保育
所,NTTAT
社

[5]

イベント情報ワン
ストップサービス
(展開中)

工学部情報系 (院
生 1 名, 学部生 4
名)，社会科学院生
(修士 1 名)

京都府 [4]

2. 実用 ITシステム開発の必要性
著者らは，表 1に示すような実用システムを学生達と

開発・導入してきた．図 1は毎日新聞社と共同開発した
イベント情報流通公開システムが出力したホームページ
画面の例である．スキルの乏しい学生に実際のシステム
を開発してもらうことは，ある面ではリスクが大きい．
しかし，「ITの意義を理解する」「目的意識を持ったスキ
ルの習得」「システムを作るということは，交渉，根回
し，打ち合わせ，意見交換といった技術以外の要素も必
要」といった事を理解させるには，どうしても，座学・
集合教育では理解させることが困難であったために，『や
むを得ず』採用したアプローチである．
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図 1: 毎日新聞社と共同開発したシステムが生成した
HP(デザインは院生による．現在は，次期システム開発
中のためこのページは閉じている)

学生による実用 ITシステム開発プロジェクトのインパ
クトは大きかった．図 1のシステムは社会科学系院生に
より開発された新聞社向けのシステムである．プロジェ
クトに深く関係した社会科学系修士院生 (6名)のうち，
半分の 3名は SE業務希望で就職し，残りのうち 2名は
新聞社に就職した．大きな『感動』とでもいうべきもの
を，このアプローチは確実に院生に残す．
しかし，これはあくまでも教育カリキュラムである．

「やってよかった」では問題であろう．体系的にカリキュ
ラムのあり方を分析・明確化する必要がある．そこで，
PBLを支える LPP(正統的周辺参加)，発達心理の活動
理論を参照しつつ，カリキュラムのあり方を考察する．

3. プロジェクト型情報教育を実践するための
要件

3.1 本物の問題の提示

正統的周辺参加 (LPP, Legitimate Peripheral
Learning)[1] では，「学習者は否応なく実践者の共同体
に参加するのであり，また，知識や技能の修得には，新
参者が共同体の社会文化的実践の十全的参加に移行し
て行くことが必要」とする．LPPのこの立場は，プロ
ジェクトへの学生の参加態様そのものである．模擬的
「ごっこ」では，満足感は得られない．学生は，実際に
ドメインの専門家と会い，問題点を抽出し，解決案を提
示して，実践することを要求される．システム開発の初
期段階から学生を打ち合わせに参加させ，議事録など
を作成させている．

3.2 ファシリテータが必要

ITシステム開発を進める上で，LPPのいう『古参者＝
ファシリテータ』の存在が大きい．ただし，ITシステム
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開発の特徴として，ファシリテータは 2名必要である．
ひとりは，対象ドメインの専門家 (新聞社であれば，新
聞記者)であり，もう一人は SE経験の豊富なファシリ
テータである．どちらが欠けてもうまく進まない．本プ
ロジェクトはボランティアベースである．ドメインの専
門家が「しめしめ，無料で会社のシステムを作ってもら
おう」と思った瞬間に、学生に伝わり，学生は情熱を失
う．ドメインの専門家は，何より自分がドメインの中で，
改革者を実践せねばならない．

3.3 共同体への参加・社会との相互関係

発達心理学の活動理論 [3]が強調することに，1) 学ぶ
側の働きかけに対して，社会＝環境が，何らかのリアク
ションする相互関係が必要であること，2) 一緒に学ぶ初
学者が必要であること，がある．実用 ITシステム開発
プロジェクトでアタックする相手は実際の社会である．
共同研究の相手はこちらのペースでは動かない。それら
を含めて，実社会でのシステム開発を経験させ，決して
後ろ向きにならず，進んでゆくことを学生は学ばなけれ
ばならない．また，いくつかのプロジェクトを遂行して
感じたのは，共に学ぶ者の存在である．学生が一人では
プロジェクトは進まない．初学者同士で，情報を交換し
て，ともに成長する『仲間』が必要である．

3.4 PBL学習方法論からの反省

大きな反省点は，著者らの学習方法としての詰めの甘
さである．もし，単にシステム構築のみを学生に発注す
るのであれば，それは，企業に入ってからやることを無
料で強制することになりかねない¶．しかし，情報教育で
ある以上，指導者なりに理想の SEの姿を想定して，学
生を導く必要がある．これは，教員にとって，厳しい要
求である．現場でも理想の SEとは何かが不明確である．
幼児教育，初等中等教育では，教師となる者は，明確な
指導計画を作成させられ，先輩からの添削を受ける．著
者 (金田)の個人的印象かもしれないが，大学教育では，
(講義に際して専門的知識自体の準備は行うが)指導目標
を陽に文章を用いて書き下すようなことはしない．しか
し，実用 ITシステム開発プロジェクトでは，参加して
いる学生が身につけるものが，専門的知識というより，
姿勢，生き方のような側面があり，『何を学ばせるのか』
を教員は常に明確化しておく必要を感じる．

3.5 学問的側面からの圧力

実用システムであるため，新規な「からくり」をなか
なか導入できない．それが社会科学系であれ，工学系で
あれ，卒論・修士論文を作成する際に問題となる．卒論
では，ある程度『作りました』でも済まされるかもしれ
ない．しかし，修士ではそうはゆかない．社会科学系で
あれば，自治体のあり方や組織論に発展させて論文指導
した．工学系であれば，システム開発の方法論に発展と
言った対策が必要となる．この点はもっとも頭が痛い点
のひとつである．大学は世の中にすでに存在するものを
開発する立場にはない．どこにもないアプリケーション

¶ソフトウエア企業の多くにおいて，既存システムの保守や，既存
個別開発システム (レガシーシステム) をつなぐことばかりが仕事と
なり，本当の意味で，新しいシステムを開発する経験を若い社員がも
てないと言われている．その意味では，大学で新規システムを開発す
ることは，一定の意義がある．

であれば，利用している構成要素が既存のものであって
も論文とすべきことは，情報処理学会・電子情報処理学
会の「システム論文」カテゴリー創設の際に議論された
ことである．

4. おわりに
本稿を作成するにあたって，古い格言「実践なき理論

は空虚であり，理論なき実践は何も見ないで歩く如し」
を実感した．学生には仲間が必要であることなど，発達
心理学がそのまま言い当てている．医療・看護の方面で
方法論を蓄積して来た PBLは，明確に学習目標の作成
を要求している．
このアプローチを続けていくには，1)共同研究を快諾

していただける相手の組織が存在し，2) 学生が作るの
に適切な大きさで，3) 業務分析・設計・開発・導入・保
守のすべてのステップがそろった，4) 学会に報告できる
新規性をもつアプリケーションシステムが必要である．
これは極めて厳しい条件である．そのようなシステムは
多くない．現実には，「やれやれ大学の先生が困った事を
言ってきた」と思いつつ我々を受け入れて頂いた多くの
皆さんの厚意によって，このプロジェクトは進んできた．
企業・自治体の皆さんの厚意に深謝しつつ，今後も，実
用 ITシステム開発プロジェクトのあり方を探ってゆき
たい．
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